
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
 

九州地方年金記録訂正審議会 

令和６年１月２３日答申分 

 

 

 

  ○答申の概要 

 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの     １件 

 

         厚生年金保険関係       １件 

                            

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの        ０件 

 

          

          

 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 2300014号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 2300039号 

 

第１ 結論 

請求者の特定非営利活動法人Ａにおける厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成 27

年３月１日から同年２月 16日に訂正し、同年２月の標準報酬月額を 13万 4,000円とすること

が必要である。 

平成 27 年２月 16 日から同年３月１日までの期間については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、保険給付の計算の基礎とならない被保険者期間として記録することが必要であ

る。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏 名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

  住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 平成９年２月１日から同年２月 16日まで      

② 平成 11年７月 14日から同年８月１日まで      

③ 平成 12年 10月１日から同年 10月 25日まで     

④ 平成 17年２月１日から同年３月１日まで      

⑤ 平成 17年３月１日から同年４月１日まで      

⑥ 平成 17年９月５日から同年 10月１日まで     

⑦ 平成 21年 11月１日から同年 11月９日まで     

           ⑧ 平成 27年２月 10日から同年３月１日まで     

⑨ 平成 29年 10月 12日から同年 10月 21日まで    

⑩ 平成 30年 10月１日から同年 10月 20日まで    

⑪ 平成 31年１月８日から同年２月 20日まで     

⑫ 平成 11年７月１日から同年８月１日まで      

⑬ 平成９年２月１日から平成 11年７月１日まで    

⑭ 平成 11年 10月 11日から同年 11月１日まで    

⑮ 平成 13年４月１日から平成 14年３月１日まで   

⑯ 平成 16年８月及び同年 12月            

⑰ 平成 17年９月１日から同年 10月１日まで     

⑱ 平成 17年６月                  

⑲ 平成 17年 12月及び平成 18年３月          

⑳ 平成 19年３月、平成 20年３月及び平成 21年３月   

㉑ 平成 13年７月                 

㉒ 平成９年７月、同年 12月、平成 10年７月及び同年 12月  

≪社会福祉法人Ｂ≫ 

   請求期間①は、被保険者資格取得年月日が平成９年２月 1 日となっているが、同年２月 16



                

                 

日に入社した。請求期間⑬は、標準報酬月額が 14万 2,000円及び 16万円となっているが、平

成９年２月契約書では 12 万円の給与額である。請求期間⑫は、被保険者資格喪失年月日が平

成 11年７月１日となっているが、同年７月 31日まで勤務した。請求期間③は、被保険者資格

取得年月日が平成 12年 10月 25日となっているが、同年 10月１日に再入社した。請求期間⑮

は、被保険者資格喪失年月日が平成 13 年４月１日となっているが、請求期間に係る厚生年金

領収証がある。請求期間㉒及び㉑は、賞与の支払記録が漏れている。 

  ≪Ｃ社≫ 

   請求期間②は、被保険者資格取得年月日が平成 11年７月 14日となっているが、正しくは同

年８月１日である。請求期間⑭は、被保険者資格喪失年月日が平成 11年 11月１日となってい

るが、正しくは同年 10月 11日である。 

≪社会福祉法人Ｄ≫ 

   請求期間⑯は、標準賞与額が平成 16 年８月は３万円、同年 12 月は５万円となっているが、

知的障害者更生施設Ｅの施設長との話合いで賞与の金額は７万円だった。請求期間④は、被保

険者資格喪失年月日が平成 17年２月１日となっているが、同Ｅに同年２月いっぱい勤務した。

請求期間⑥は、被保険者資格取得年月日が平成 17年９月５日となっているが、同年 10月 1日

に再入社した。請求期間⑲は、平成 17 年 12 月の標準賞与額が違う。また、平成 18 年３月の

賞与の支払記録が漏れている。請求期間⑳は、平成 19 年３月、平成 20 年３月及び平成 21 年

３月の賞与の支払記録が漏れている。 

≪社会福祉法人Ｆ≫ 

   請求期間⑤は、被保険者資格取得年月日が平成 17 年４月１日となっているが、同年３月に

入社した。請求期間⑰は、被保険者資格喪失年月日が平成 17 年９月１日となっているが、同

年９月末日に退職した。請求期間⑱は、手元の明細によると５万 4,000円となっているが、賞

与額は、当時 10万円はあったと思う。 

  ≪Ｇ≫ 

   請求期間⑦は、被保険者資格取得年月日が平成 21 年 11 月９日となっているが、同年 11 月

１日に入社した。また、同事業所における厚生年金保険の加入月数は３か月である。 

≪特定非営利活動法人Ａ≫ 

請求期間⑧は、被保険者資格取得年月日が平成 27 年３月１日となっているが、同年２月 10

日に入社した。 

≪社会福祉法人Ｈ≫ 

請求期間⑨は、被保険者資格喪失年月日が平成 29年 10月 12日となっているが、同年 10月

20日に退職した。また、同事業所における厚生年金保険の加入月数は６か月である。 

≪Ｉ社≫ 

 請求期間⑩は、被保険者資格喪失年月日が平成 30年 10月 20日となっているが、同年 10月

１日から体調不良で６時間勤務になった。 

≪社会福祉法人Ｊ≫ 

   請求期間⑪は、平成 31年１月８日から同年２月 19日まで勤務しており、同年２月の厚生年

金保険料を給与から控除されているので、厚生年金保険の加入月数は２か月である。 

   全ての請求期間について、厚生年金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

●特定非営利活動法人Ａ（以下「Ａ」という。）について 

１ 請求期間⑧のうち、平成 27年２月 16日から同年３月１日までの期間について、請求者のＡ

に係る雇用保険被保険者記録、請求者から提出された同事業所に係る同年２月分給与明細書



                

                 

（支給日 同年３月 10 日）、同事業所から提出された「平成 27 年個人別給与台帳・源泉徴収

簿」及びタイムカード並びに日本年金機構の回答により、請求者が同事業所に勤務し、厚生年

金保険の被保険者資格要件を満たしていたことが認められることから、請求者の同事業所にお

ける厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成 27年２月 16日、同年２月の標準報酬月額

を 13万 4,000円に訂正することが必要である。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特

例法」という。）に基づき、被保険者記録の訂正及び保険給付が行われるのは、被保険者とし

て負担すべき厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる場合とさ

れている。 

しかしながら、前述の平成 27 年２月分給与明細書等によると、請求者の給与から厚生年金

保険料は控除されていないことが確認でき、このほかに、厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情はない。 

以上のことから、平成 27年２月 16日から同年３月１日までの期間については、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたとは認められないため、厚生年金特例法第１条第

１項の規定には該当せず、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することがで

きないことから、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならな

い被保険者期間として記録することが必要である。 

 

２ 請求期間⑧のうち、平成 27 年２月 10 日から同年２月 15 日までの期間について、請求者の

Ａに係る雇用保険被保険者記録、請求者から提出された同事業所に係る同年２月分給与明細書

並びに同事業所から提出された「平成 27 年個人別給与台帳・源泉徴収簿」及びタイムカード

によると、請求者が同年２月 16 日に同事業所に入社したことは確認できるものの、同年２月

10日から同年２月 15日までの期間についての勤務は確認できない。 

 このほか、請求期間⑧のうち、平成 27 年２月 10 日から同年２月 15 日までの期間における

請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

⑧のうち、平成 27 年２月 10 日から同年２月 15 日までの期間において、厚生年金保険被保険

者であったと認めることはできない。 

  

●社会福祉法人Ｂ（以下「Ｂ」という。）について 

１ 請求期間①について、請求者のＢに係る雇用保険被保険者記録によると、資格取得年月日は

平成９年２月１日とされており、オンライン記録による請求者の同事業所に係る厚生年金保険

被保険者記録と一致していることが確認できる。 

  また、請求者が提出したＢに係る平成９年１月 30 日付け「雇用通知書」によると、雇用予

定期間の始期は「平成９年２月１日から」と記載されていることが確認できる。 

  このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

①に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

    

２ 請求期間⑬について、請求者が提出したＢに係る「非常勤職員雇用契約書」及び「雇用通知

書」によると、賃金は「月額 130,000 円」と記載されており、請求者が主張する 12 万円の給

与額を確認することができない。 

また、請求者が請求期間当時の給与の振込先とする株式会社Ｋ銀行が提出した請求者に係る

「明細照会」によると、請求者が主張する給与額 12 万円を上回る金額が請求期間⑬において



                

                 

複数回にわたり「給与」として振り込まれていることが確認できる。 

さらに、Ｂは、保存期間が過ぎているため、請求者に係る資料がなく回答できないとしてい

る上、請求者も請求期間⑬の給与明細書等を所持していないことから、請求者の請求期間⑬に

おける給与額を確認できない。 

   このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

⑬に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

 

３ 請求期間⑫について、請求者のＢに係る雇用保険被保険者記録によると、離職年月日は平成

11 年６月 30 日とされており、オンライン記録による請求者の同事業所に係る厚生年金保険被

保険者記録と符合していることが確認できる。 

  また、前述の「明細照会」によると、平成９年２月から平成 11年６月までの間は、毎月「給

与」が振り込まれていることが確認できるものの、平成 11年７月は確認できない。 

  さらに、Ｂは、保存期間が過ぎているため、請求者に係る資料がなく回答できないとしてお

り、請求者の請求期間⑫に係る勤務を確認できない。 

このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

⑫において、厚生年金保険被保険者であったと認めることはできない。 

 

 ４ 請求期間③について、請求者のＢに係る雇用保険被保険者記録によると、資格取得年月日は

平成 12 年 10 月 25日とされており、オンライン記録による請求者の同事業所に係る厚生年金

保険被保険者記録と一致していることが確認できる。 

  またＢは、保存期間が過ぎているため、請求者に係る資料がなく回答できないとしており、

請求者の請求期間③に係る勤務を確認できない。 

  このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

③において、厚生年金保険被保険者であったと認めることはできない。 

    

５ 請求期間⑮について、請求者が提出した「平成 13 年 年度末賞与」に係る給与支給明細書

によると、Ｂから６万円が支給されていることが確認できるところ、前述の「明細照会」によ

ると、平成 13年 12月に同額が「フク.Ｂ」から振り込まれていることが確認できる。 

   また、「明細照会」によると、請求者がＢに係る厚生年金保険被保険者資格を喪失した平成

13年４月から同年 12月までの間に、複数回にわたり「Ｂ」又は「フク.Ｂ」からの振込が確認

できることから、勤務期間及び勤務形態の特定はできないものの、請求者は、平成 13 年４月

１日以降も同事業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、請求者のＢに係る雇用保険被保険者記録によると、離職年月日は平成 13 年

３月 31 日とされており、オンライン記録による請求者の同事業所に係る厚生年金保険被保険

者記録と符合していることが確認できる。 

また、全国健康保険協会Ｋ支部は、請求者が厚生年金領収証として提出した平成 13 年４月

分から平成 14 年１月分までの「納付書・領収証書」については、健康保険任意継続に係る健

康保険料の領収書と思われる旨、請求者の健康保険任意継続被保険者としての加入期間につい

ては、資格取得年月日が平成 13 年４月１日、資格喪失年月日が平成 14 年２月 13 日である旨

回答している。 

さらに、Ｂは、保存期間が過ぎているため、請求者に係る資料がなく回答できないとしてお



                

                 

り、請求者の請求期間⑮に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

⑮において、厚生年金保険被保険者であったと認めることはできない。 

 

 ６ 請求期間㉒及び㉑について、請求者は賞与の支払記録が漏れている旨主張しているが、賞与

が標準賞与額として記録され、保険給付の計算の基礎となるのは、平成 15 年４月１日以降に

支払われた賞与が対象であるため、それより前の請求期間㉒及び㉑については、仮にＢから請

求者に対し賞与が支給されていたとしても、標準賞与額として記録の訂正を行うことはできな

い。 

   なお、請求期間㉑については、前述の５で述べているとおり、Ｂに係る厚生年金保険被保険

者期間とは認められない。 

    

●Ｃ社について 

   請求期間②及び⑭について、請求者のＣ社に係る雇用保険被保険者記録によると、資格取得

年月日は平成 11年７月 14日、離職年月日は同年 10月 31日とされており、オンライン記録に

よる請求者の同事業所に係る厚生年金保険被保険者記録と整合していることが確認できる。 

   また、オンライン記録によると、Ｃ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

同事業所の後継事業所とするＬ社は、請求者に係る出勤簿等の資料はなく、Ｃ社に係る資料の

引継ぎについては不明である旨回答していることから、請求者が請求期間②及び⑭において厚

生年金保険の被保険者となる要件を満たしていなかった事情は確認できない。 

このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

②及び⑭に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

 

●社会福祉法人Ｄ（以下「Ｄ」という。）について 

１ 請求期間⑯について、Ｄは、請求者に係る平成 16 年の賃金台帳等の資料を処分した旨回答

しており、請求者は、請求期間⑯の賞与明細書等を所持しておらず、請求者の請求期間⑯に係

る賞与の支給額及び厚生年金保険料の控除額について確認できない。 

  また、請求者が請求期間当時の賞与等の振込先とする株式会社Ｋ銀行が提出した請求者に係

る「明細照会」によると、平成 16年８月に２万 4,402円及び同年 12月に４万 588円が「賞与」

として振り込まれていることが確認できるところ、請求者のオンライン記録で確認できる平成

16 年８月の標準賞与額３万円及び同年 12 月の標準賞与額５万円から導かれる厚生年金保険料

等を控除した差引支給額は、前述の振込額と一致している。 

  このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

⑯において主張する額の賞与の支給を受け、事業主により当該賞与額に見合う標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を控除されていたことを認めることはできない。 

 

２ 請求期間④について、請求者のＤに係る雇用保険被保険者記録によると、離職年月日は平成

17 年１月 31 日とされているところ、同事業所が提出した請求者に係る「健康保険厚生年金保

険被保険者資格喪失確認通知書」の資格喪失年月日は同年２月１日とされており、前述の請求

者の雇用保険被保険者記録の離職年月日と符合していることが確認できる。 

  また、Ｄは、請求者に係る平成 17 年の出勤簿等の資料を処分した旨回答しており、請求者



                

                 

の請求期間④に係る勤務を確認できない。 

  このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

④において、厚生年金保険被保険者であったと認めることはできない。 

    

３ 請求期間⑥について、請求者のＤに係る雇用保険被保険者記録によると、資格取得年月日は

平成 17 年９月５日とされているところ、同事業所が提出した請求者に係る「健康保険・厚生

年金保険資格取得確認および標準報酬決定通知書」の資格取得年月日は同年９月５日とされて

おり、前述の請求者の雇用保険被保険者記録の資格取得年月日と一致していることが確認でき

る。 

  また、Ｄは、請求者は平成 17 年９月５日から平成 18 年３月 31 日まで障害者支援施設Ｅで

支援員として勤務していた旨回答している上、請求者が提出した同事業所に係る「平成 17 年

分給与所得の源泉徴収票」にも、就職が平成 17 年９月５日と記載されていることが確認でき

る。 

  このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

⑥に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

    

４ 請求期間⑲の平成 17 年 12 月について、Ｄは、請求者に係る平成 17 年の賃金台帳等の資料

を処分したが、国の記録どおりの届出をし、国の記録に見合う厚生年金保険料を控除し納付し

た旨回答及び陳述している上、請求者は、同年 12 月に係る賞与明細書等を所持していないこ

とから、同年 12月に係る賞与の支給額及び厚生年金保険料の控除額について確認できない。 

  また、前述の「明細照会」によると、平成 17年 12月に６万 4,736円が「賞与」として振り

込まれていることが確認できるところ、請求者のオンライン記録で確認できる平成 17年 12月

の標準賞与額８万円から導かれる厚生年金保険料等を控除した差引支給額は、前述の振込額と

一致している。 

  このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

⑲の平成 17年 12月に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

 

５ 請求期間⑲の平成 18 年３月及び請求期間⑳についてＤは、賞与を支給していない旨回答し

ており、同事業所が提出した平成 18年から平成 21年までの賃金台帳には、各年の３月に賞与

が支給されていた記録は確認できない。 

  また、請求者は、平成 18 年３月及び請求期間⑳に係る賞与明細書等を所持しておらず、前

述の「明細照会」によると、平成 18年３月、平成 19年３月、平成 20年３月及び平成 21年３

月に賞与として振り込まれた金額は確認できない。 

  このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険被保険者として請求期間⑲の平成 18 年３月及び請求期間⑳に係る厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

●社会福祉法人Ｆ（現在は社会福祉法人Ｍ。以下「Ｍ」という。）について 

１ 請求期間⑤について、請求者のＭに係る雇用保険被保険者記録によると、資格取得年月日は、

平成 17年３月７日とされていることが確認できる。 



                

                 

   しかしながら、日本年金機構が提出したＭに係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

届」によると、請求者の資格取得年月日は平成 17年４月１日とされていることが確認できる。 

また、請求者が提出したＭに係る平成 17 年４月分給与支給明細書によると、厚生年金保険

料が控除されていることは確認できるが、同事業所は、厚生年金保険料の控除方法について、

現在は当月控除であるが、平成 17 年当時は不明確としている上、同年３月分の厚生年金保険

料を控除したかは不明と回答しており、請求者が提出した「平成 17 年分給与所得の源泉徴収

票」に記載された内容からも、請求期間⑤に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを推認できない。 

さらに、Ｍは、人事記録、賃金台帳等の資料については保存期間 10 年を経過し処分した旨

回答しており、請求者の請求期間⑤における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認

できない。 

   このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

⑤において、厚生年金保険被保険者であったと認めることはできない。 

 

 ２ 請求期間⑰について、請求者のＭに係る雇用保険被保険者記録によると、離職年月日は、平

成 17年８月 31日とされており、オンライン記録による請求者の同事業所に係る厚生年金保険

被保険者記録と符合していることが確認できる。 

   また、Ｍは、人事記録等の資料については保存期間 10年を経過し処分した旨回答しており、

請求者の請求期間⑰における勤務について確認できない。 

  さらに、Ｍは、給与の締め日は月末、支払日は当月 21 日、給与の振込先は株式会社Ｋ銀行

と回答しているところ、同銀行が提出した請求者に係る「明細照会」によると、平成 17 年９

月 22 日に６万 3,715 円が「給与」として振り込まれていることは確認できるが、当該振込金

額は、請求者が提出した社会福祉法人Ｄ（請求者がＭを退職後に勤務した事業所）の同年９月

分給与支給明細書に記載されている銀行振込額と一致しており、そのほか、同年９月に給与と

して振り込まれた金額は確認できない。 

   このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

⑰において、厚生年金保険被保険者であったと認めることはできない。 

 

 ３ 請求期間⑱について、請求者は、賞与額が当時 10 万円はあったと思う旨主張しているとこ

ろ、前述の「明細照会」によると、平成 17 年６月に４万 5,246 円が「賞与」として振り込ま

れていることは確認できる。 

しかしながら、Ｍは、賃金台帳等の資料については保存期間 10 年を経過し処分した旨回答

しており、請求者の請求期間⑱に係る賞与支給額及び厚生年金保険料控除額について確認でき

ない。 

   また、請求者が提出した「平成 17 年分給与所得の源泉徴収票」に記載された内容からは、

請求期間⑱に係る賞与支給額及び厚生年金保険料控除額を推認することができない。 

   このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

⑱において主張する額の賞与の支給を受け、事業主により当該賞与額に見合う標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を控除されていたことを認めることはできない。 

 

●Ｇ（以下「Ｇ」という。）について 



                

                 

請求期間⑦について、請求者が提出したＧに係る「退職共済金支給明細書」の加入年月日及

び「22年分退職所得の源泉徴収票特別徴収票」の就職年月日は、平成 21年 11月１日とされて

いることが確認できる。 

しかしながら、Ｇが共済契約及び事務処理を委託している一般財団法人Ｋ県共済会は、共済

掛金を月単位で徴していることから、加入者届の提出を受け、承認された月の１日を加入年月

日としており、前述の 22 年分退職所得の源泉徴収票特別徴収票の就職年月日は、同共済会へ

の加入年月日が記載される設定になっている旨回答及び陳述していることから、これらの記載

内容と請求者が実際にＧに就職した年月日が一致するとは限らない事情がうかがえる。 

また、Ｇが提出した請求者に係る「平成 21 年度個人勤務状況台帳」及び「Ｇ職員名簿」に

よると、請求者の入社年月日は、平成 21年 11月９日とされていることが確認できる。 

さらに、請求者のＧに係る雇用保険被保険者記録及び日本年金機構が保管する「健康保険厚

生年金保険被保険者資格取得届」によると、資格取得年月日は、平成 21年 11月９日とされて

おり、前述の平成 21 年度個人勤務状況台帳等により確認できる請求者の入社年月日と一致し

ている。 

このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

⑦に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

なお、オンライン記録によると、請求者のＧに係る厚生年金保険被保険者期間は、平成 21

年 11 月９日から平成 22 年１月 21 日までの期間であることが確認できるところ、厚生年金保

険法第 19条第１項には、「被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、被保険者の

資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」と規定されてい

ることから、請求者の同事業所における厚生年金保険被保険者期間は２か月である。 

 

●社会福祉法人Ｈ（以下「Ｈ」という。）について 

請求期間⑨について、請求者が提出したＨに係る「雇用保険被保険者離職票－２」並びに同

事業所が提出した請求者に係る「退職届」及び「平成 29 年分給与所得の源泉徴収票」の離職

（退職）年月日は平成 29 年 10 月 11 日であることが確認できる上、同事業所が提出した請求

者に係る「個人日報」によると、同年 10月 11日までの出退勤の記録は確認できるものの、同

年 10月 12日以降の出退勤の記録は確認できない。 

また、Ｈが提出した請求者に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届」及び「健康

保険・厚生年金保険資格喪失確認通知書」の資格喪失年月日は平成 29 年 10 月 12 日とされて

おり、前述の雇用保険被保険者離職票－２等により確認できる請求者の離職（退職）年月日と

符合する上、請求者の同事業所に係るオンライン記録と一致していることが確認できる。 

このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

⑨に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

なお、オンライン記録によると、請求者のＨに係る厚生年金保険被保険者期間は、平成 29

年５月 10 日から同年 10 月 12 日までの期間であることが確認できるところ、前述の厚生年金

保険法第 19 条第１項の規定により、請求者の同事業所における厚生年金保険被保険者期間は

５か月である。 

 

●Ｉ社について 

請求期間⑩について、オンライン記録によると、請求者のＩ社に係る厚生年金保険被保険者

期間は、平成 30 年９月１日から同年 10 月 20 日までの期間とされているところ、同事業所か



                

                 

ら提出された請求者に係る勤務月報によると、請求期間⑩における 1週間の勤務日数はおおむ

ね５日、１日の勤務時間はおおむね６時間以上であり、同年９月 1 日から同年９月 30 日まで

の期間においても請求期間⑩と同様の勤務日数及び勤務時間であることが確認できることか

ら、請求者が請求期間⑩において厚生年金保険の被保険者となる要件を満たしていなかった事

情は確認できない。 

このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者の請求期間

⑩に係る厚生年金保険被保険者記録について訂正を認めることはできない。 

 

●社会福祉法人Ｊ（以下「Ｊ」という。）について 

請求期間⑪について、請求者が提出したＪに係る平成 31 年２月分給与支給明細書及び同事

業所が提出した請求者に係る同年２月の賃金台帳によると、厚生年金保険料が控除されていな

いことが確認できる。 

また、請求者が提出したＪに係る「平成 31 年分給与所得の源泉徴収票」に記載されている

社会保険料等の金額は、請求者が提出した同事業所に係る平成 31 年１月分及び同年２月分給

与支給明細書並びに同事業所が提出した請求者に係る同年１月及び同年２月の賃金台帳に記

載されている健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の控除額の合計と一致する。 

このほか、請求者の主張について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険被保険者として請求期間⑪のうち、平成 31 年２月分に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、オンライン記録によると、請求者のＪに係る厚生年金保険被保険者期間は、平成 31

年１月８日から同年２月 20 日までの期間であることが確認できるところ、前述の厚生年金保

険法第 19 条第１項の規定により、請求者の同事業所における厚生年金保険被保険者期間は１

か月である。 

 


